
1 

 

 
令和８年７月２日 

 
 
 
 
 
 
 

復興事業の検証について 
 
 
 
 
 
 
 

令和８年７月 
 
川内村 

 



2 

 

【本編】 

 

 

目次 
 

＜はじめに＞ 

 

１．復興の軌跡 

 

２．復興事業の検証を始めた背景 

 

３．検証のプロセス 

 

４．復興事業の振り返り・評価 

 

５．外部有識者の意見 

 

６．復興事業に求められていたもの 

 

７．今後も継続していきたい（必要と考える）復興事業について 

 

８．検証事業を通じて我々は何を学んだのか 

 

＜終わりに＞ 

【参考資料】 

 

・川内村における避難区域設定・解除を巡る動き 

・復興事業検証委員会の経緯 

・対象事業一覧 

・主な復興事業 

・復興事業における今後の予定 

・帰還率の推移 

・川内村の年少・生産・老齢人口別の推移 



1 

 

＜はじめに＞                                                 

 

・あの日から１５年が過ぎた。この間、様々な不条理なこともあり 

今がある。 

 

・村は震災・事故により、全村避難・避難生活を余儀なくされた。 

その後、帰還宣言を行い「戻れる人から戻りましょう」と帰村を 

進めた。帰村を進めるにあたり村は様々な環境の整備を行った。 

除染を行い、住環境、働く場、医療環境、教育環境、買い物環境 

などを整備し戻り、生活をする環境を整えてきた。 

 

・環境の整備には多くの時間とコストがかけられてきた。事業の原 

資は税金である。 

 

・震災・事故から１５年、令和８年４月から第３期復興創生期間に 

入った。これまでの復興の歩みを振り返り（検証）、今後、復興 

から創生、新たな村づくりを進めていくため、必要な事業は何か 

を整理することは、今後、持続的成長をしていくための村づくり 

を考えていくにあたり必要。 

 

・今回の検証では、復興の軌跡、復興事業を始めた背景、検証のプ 

ロセス、復興事業の振り返り・評価、復興事業に求められていた 

もの、今後も継続していきたい（必要と考える）復興事業、につ 

いて整理をした。最後に、検証事業を通じて我々は何を学んだか 

を明記した。 

 

・今回、復興事業の検証のとりまとめを行ったが、そのことで復興 

が終わったとのメッセージではない。 

 

・復興はまだ途上である。明るい未来に向け未来志向の創造的な復 

興を進めていくことが必要。 
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復興事業の検証について 
 

１．復興の軌跡 

 

・１５年前の３月１１日、岩手県、宮城県、そして福島県をマグニ 

チュード９の巨大地震が襲い甚大な影響を受けた。川内村（以下 

「村」という。）も震度６弱を観測した。 

・特に福島県では大地震後、東京電力福島第一原子力発電所におい 

て深刻な事故が発生した。周辺には福島第一原子力発電所からの 

放射性物質が飛散されるなど甚大な被害を受けた。この複合災害 

により福島県の被災自治体は長い間、避難を強いられた。 

 

・平成２３年３月１６日、村は全村避難（自主避難）決定。避難先 

は郡山市のビッグパレットふくしま。 

・平成２３年４月２２日、旧警戒区域（２０km圏内）・旧緊急時避 

難準備区域（３０km 圏内）設定 

・平成２３年９月３０日、旧緊急時避難準備区域解除 

・平成２３年１０月、旧緊急時避難準備区域解除に伴う村民説明会 

・平成２４年１月（１月１４日～１月１９日）、 

帰村に向けた住民懇談会 

・平成２４年１月３１日、帰村宣言 

・平成２４年３月２６日、役場機能を村内で再開 

 

・村は震災後、様々なことに取り組んできた。震災後６か月目の 

 平成２３年（２０１１年）９月、今後の村のあるべき姿を見出 

し、生活環境を取り戻しいち早く復興するため「川内村災害復興 

ビジョン」を策定した。その冒頭で遠藤村長は「村の将来を担う 

子供たちのために、村民が一丸となり村の復興に向けた取り組み 

を展開していきます。皆さんの英知を結集し共に頑張りましょ 

う」と呼びかけた。 

・その後、村では生活環境の改善等を進めてきたことで、順次、村 

民が村にもどってきたが、多くの村民が村外での避難生活を余儀 

なくされていた。この間、国や県等の復興対策も講じ、まずは除 

染事業が進み、また復興支援策の交付金事業等も始まり、復興事 

業が進められた。 

・平成２５年３月には「川内村復興計画」が策定された。川内村復 
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興計画では村の災害復旧及び復興に向けた課題に対応し、将来の 

村の運営や活力の基盤づくりのために、復興を進めていくための 

各種施策や事業計画が策定された。 

・その後、村は、総合計画などにおいて計画された住環境、働く 

場、医療環境、買い物環境、教育環境などの整備を進めてきた。 

 

・平成２６年１０月１日、旧避難指示解除準備区域解除 

・平成２８年６月１４日、村内避難区域解除 

 

・現在（令和８年６月時点）の村の帰還率は８４％。８割の方が帰 

村し日常生活を送っていることはこれまでの復興事業の成果とし 

て評価されるものと考えるが、一方でいまだ２割弱の方が避難を 

されているという現実があることも事実である。引き続き帰還に 

向けた取組みを進めていく。 
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２．復興事業の検証を始めた背景 

 

・３．１１以降、国は平成２３年度（２０１１年度）から平成２７ 

年度（２０１５年度）までの５年間を「集中復興期間」と位置付 

け復旧・復興事業を重点的に進めてきた。また、２０１６年度か 

らは「復興創生期間」として、２０１６年度から２０２０年度の 

５年間を「第１期復興創生期間」として、次の２０２１年度から 

２０２５年度の５年間を「第２期復興創生期間として、インフラ 

整備、生活再建などに取り組んできた。 

 

・震災から１５年、村ではこれまで様々な復興事業を進めてきた。 

 第２期復興創生期間が終わり、令和８年（２０２６年）４月から 

第３期復興創生期間に入る大きな節目にあたり、今後の村政を考 

えていくため、これまでの復興事業を振りかえっておくことが有 

益なこととして復興事業の検証を始めた。 

 

・今後、新たに発生してきている課題に対応していくため必要な予 

算を獲得していくことになるが、そのためにもこれまで自分たち 

がやってきたことを検証し、地域の実情を正確に主張し、説明し

ていくことが重要であり、検証の作業が必要。 

 

・さらに震災・事故から１５年、大なり小なりの風化が起きている 

ことも事実である。震災後に入庁してきた職員も増えてきてお 

り、あの当時のことをしっかり伝えていくことが職員の風化の防 

止に資するものであり、また、将来の防災対策、地域の安全・安 

心を守るうえで必要と考える。 
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３．検証のプロセス 

 

・村は、東日本大震災後の復興期間に実施してきた復興事業の進捗 

を把握し、今後の復興・創生事業の絵姿を検討するため、令和６ 

年６月、検証事業を始めることが決定され、同時に検討委員会設 

置要綱が制定され、川内村復興・創生事業検証委員会を設置され 

た。 

 

（参考）検証委員会設置要綱（抄） 

（設置目的） 

  東日本大震災後の復興・創生期間に実施した復興・創生事業の進捗を把握 

し今後の復興・創生事業の絵姿を検討するため、川内村復興・創生事業検証 

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

 第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）東日本大震災後の第１期及び第２期復興・創生期間における復興・創 

生事業の検証に関すること。 

（２）今後の復興・創生事業の絵姿を検討すること 

 

・まずは国の補助金等を活用し実施してきた復興事業を積み上げ 

た。震災後から令和６年までで約１５００の事業があり（この数 

字はのべの数字である）、約１５００の事業をテーマによって 

４６事業に区分けをした。 

 

・令和６年６月、第１回検証委員会が開催された。第１回委員会で 

は検証事業の趣旨目的の説明があった。 

 

・令和７年７月２５日から同年８月２１日にかけて、庁内各課・係 

に対し事務局によるヒアリングが実施された。ヒアリングでは各 

課・係から、実施してきた復興事業の概要、係としての評価を聴 

取した。また、現在も実施している事業は今後どうするのか等に 

ついても聴取した。 

 

・令和７年１２月、第２回検証委員会が開催された。第２回検証委 

員会では、各課・係ヒアリングの概要が紹介された。また、平成 

２３年度以降、令和５年度までで約１５００の事業が実施され 
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合計で約５３８億円を費やされたことの説明があった。 

 

・また内部評価だけでなく外部有識者による検証内容についてコメ 

ント（外部評価）を実施する予定であることが説明された。 

 

・令和８年６月、有識者ヒアリング（外部評価）を実施。 

 

・令和８年６月２６日、第３回検証委員会を開催。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

４．復興事業の振り返り・評価 

 

・復興事業として実施してきた各事業を振り返り、便宜的に、効果 

があがったと評価される事業と当初想定していた効果には至らな 

かったと思われる事業をいくつか紹介する。 

 

（１）復興事業として実施してきた各事業の振り返り 

 

【除染事業】 

・住宅除染、公共施設除染、道路除染、農地除染等除染作業の他、 

仮置き場関連作業や放射線モニタリングが行われた。 

・除染作業は平成２３年１１月１日から開始。面的除染は平成２９ 

年１１月末まで実施された。 

・令和３年２月４日、除染土壌等仮置場からの搬出完了 

・令和５年１月３１日、仮置場復旧作業完了 

・除染作業の対象施設としては、住宅１，０７０戸、 

公共施設約２０施設、道路約２４５ｋｍ、農地約５７０ha 等 

※２０km 圏内は環境省が実施。 

・仮置場関連作業 

仮置場設置、管理、借地、搬出作業、復旧作業 

・放射線モニタリング 

環境モニタリング、放射線相談員配置 

 

【住環境整備】 

〇仮設住宅関連事業 

・仮設住宅 551 戸の運用管理を行った。ピーク時は入居率ほぼ 

100％の状態であり、村民約 1,000 名の生活拠点として機能して 

いた。 

〇公営住宅（復興住宅） 

・住宅戸数：25 戸（居住世帯：21 世帯 居住人数：40 人） 

〇町分住宅 

・東日本大震災により発生した東京電力福島第一原子力発電所の事 

 故に伴う避難指示等により、避難した住民の帰還と新規移転者を 

 促進することで地域の再生を加速化させ、子育て支援の充実及び 

住宅の存する地域の活性化を図ることが出来た。 

 （戸数：10 戸 居住世帯数：10 世帯 居住人数：30 人） 
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【外出支援サービス事業】 

・移動手段のない 65 歳以上の世帯や障がいを持たれている方、日 

中独居老人等を対象とし、自宅から村内外の医療機関、村内の公 

共施設等の外出支援を提供。 

・運行時間：土日祝日年末年始を除く平日午前８時３０分～午後５ 

時まで 

・運行範囲 

・村内：公共施設、医療機関、商業施設（原則月４回まで） 

・村外：双葉郡、田村市、小野町の医療機関（本人受診に限る） 

・補助金を投入しての事業は平成２８年から実施。現在利用登録者 

は７４名。 

・外出支援サービス事業を実施することで村内外の医療機関や村内 

の公共施設・商業施設等への外出を支援するための交通手段を提 

供することができ、帰村や村内での生活に不安を抱えている高齢 

者のさらなる帰還促進につながっている。 

 

【村内医療体制拡充事業】 

・補助金を投入しての事業は平成２４年から実施。 

・診療所の診療科目は内科、歯科であったが、帰村後、整形外科、 

心療内科、眼科が増えた。※消化器内科は令和７年９月まで。 

・整形内科  月２回（H26～R3 まで月 4 回）  

・心療内科  月１回 

・眼科    月１回 

※内視鏡検査 月１回（H26～R3 まで月 2 回） 

 

【ビジネスホテルかわうち】 

・平成２４年、復興事業を支える宿泊施設として、中小企業基盤整 

備機構による施設整備された。建物は機構が村に無償譲渡。 

・運用会後、村内への訪問者、村内及び近隣町村の作業者等の宿泊

先して利用されてきたが、コロナ以降は利用者も減少傾向にあり

稼働率も下がり、令和８年３月末をもって営業終了。 

 

【介護予防拠点整備事業】 

・平成２４年６月に下川内字宮渡地内に建設された仮設住宅に入居

している高齢者を中心に、安否確認や相談業務、運動教室やサロ

ン等を実施。高齢者の孤立。介護予防、地域住民とのコミュニテ



9 

 

ィの場として機能している。 

 

【アパート建設・住宅補助】 

○アパート建設 

・民間資金を活用した賃貸共同住宅等の建設を促進し、もって原発

事故等の影響等からの転出等による人口減少を抑制するととも

に、村外からの転入者の増加に資することを目的とした上限３０

００万の助成制度。（H27～H28 計２棟） 

 

○住宅補助 

・新規住民・帰村者の定住促進増加を図ることを目的とし、川内村

に住所を有する者、有しようとする者の新築住宅に要する経費の

一部を助成。（H25～R5 計 53戸） 

 

【企業立地関連】 

・進出企業に対する建物建設等に充てることができる補助金。 

・本制度を活用して、菊池製作所、コドモエナジー、KiMiDoRi が進

出。 

・国の補助制度創出等により、村独自の制度は廃止された。 

 

【小中学園建設関連】 

・国の補助金を活用して小中一貫の義務教育学校を整備。併せて認

定保育園も整備。令和３年４月、開校。 

・小学校、中学校が１つに統合されることで、９年間を見通した理

想的な学びの場が作られ、川内村らしい活動、行事が展開できて

いる。                                                                                                       

・また保育園と義務教育学校が一体になることにより、前期課程に 

円滑に接続できる。 

 

【特別養護老人ホーム整備事業】 

・平成２７年、「特別養護老人ホームかわうち」に勤務する職員宿

舎を整備。 

・職員宿舎整備及び敷地内造成をすることにより、雇用の確保と職

員福利厚生事業の充実及び、村の定住人口の増加が図られ、復興

促進に寄与している。 
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【自家消費野菜等放射能検査事業】 

・東京電力福島第一原子力発電所の事故は食生活への影響も大き

く、村内の農作物から放射性物質が検出されるなど、食の安全・

安心という生活のもっとも基本的な部分への不安が広がった。そ

の食品への不安払拭のため、食品のモニタリング検査を実施でき

る体制を整備し、子供たち、住民の内部被ばくを防ぐとともに、

食への不安を解消し、帰村者の不安、これから帰村する人の不安

を取り除くことができた。 

・検査件数の減少に合わせ検査所を統合し規模を縮小してきた。山

菜・キノコ等の出荷制限が続く間は、事業の継続が必要であると

判断。 

 

【穀類乾燥調製施設（ミニライスセンター）】 

○宮渡地区・綱木地区・中里地区・後谷地地区・大蛇ノ神地区 

・各地域の営農再開促進が図られたことで水稲等作付面積の増加、

出荷量、売上高が増加。 

 

【エゴマ搾油施設・いちご栽培施設】 

○エゴマ搾油施設 宮渡地区 

○いちご栽培施設 東山地区 

・施設を整備することで各地域の営農再開促進を目指し、農業生産

量及び売上高の増加。 

 

【ワイン醸造施設整備事業】 

・震災復興、新たな農業への挑戦として、地元で栽培収穫するワイ 

ン用ぶどうを使ったワイン造りのため、国の補助金を活用して施 

設を整備。 

・令和３年（2021 年）、醸造施設（かわうちワイナリー）完成 

・ワイナリーを核とした賑わい創出を目指していく。 

 

【KiMiDoRi】 

・平成２５年、川内村の主産業である農業の再生のため、人口光を

利用した閉鎖型の水耕栽培施設を建設。 

・フリルレタス等を栽培。 

・食の安全・安心と安定供給による産地づくりに結び付けるととも

に地域雇用の拡大を図り村の復興と地域活性化が図られた。 
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【室内村民プール運営事業】 

・平成２７年度に室内型村民プールを整備。 

・当村においては、屋外でプールを利用できる季節が７月～８月ま

で期間であり、春夏秋冬四季を通じてプールを利用できることか

ら、年間を通して村民の健康増進を図ることができる。加えて保

育園や長期休業期間中の放課後児童クラブでも利用。 

・かわうちトライアスロン会場や、近隣高校の水泳部の練習場とし

て村外からも交流人口が増えつつあり、今後更なる交流人口の拡

大が期待される。  

 

【田ノ入工業団地】 

・国の補助金を活用して工業団地を整備。（平成２９年度） 

・全７工区及び社宅用地４区画 

・現状、 

 ・第 2工区： 

・株式会社リセラが工場を建設 平成２９年１２月操業開始。 

※令和５年８月倒産 

・第 3 工区： 

・川内復興エナジー合同会社 令和６年２月 操業開始 

・第 4 工区 

・大橋機産株式会社 

第一工場 令和３年５月 操業開始、 

第二工場 令和５年４月 操業開始 

・第 7 工区 

・株式会社農 令和元年１０月 工事着工 

その後コロナの影響もあり事業休止（工場建設中止） 

 

【複合商業施設ＹＯ－ＴＡＳＨＩ】 

・平成２８年３月、完成 

・利用者数 

 H31：291,076 人、R02：281,568 人、R03：225,675 人 

 R04：213,176 人、R05：230,642 人 

・帰村後、消費者ニーズへの対応能力が脆弱で帰村住民は、いわき 

市、田村市等へ買い出しに出かけなければならなかったが、商業

施設の整備により住民の帰還支援及び住民の生活安定、日常生活

に必要な商業機能が確保された。 
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【飲料水安全対策】 

・震災前に飲料水を湧水や引水により確保されていた世帯で、原子

力発電所事故による放射性物質の流入に不安を抱いている住民の

ため井戸掘削の実施及び掘削費用の一部補助を行った。（平成２

６年実施。） 

・東京電力福島第一原子力発電所の事故は食生活への影響も大き

く、村内の農作物から放射性物質が検出されるなど、食の安全・

安心という生活のもっとも基本的な部分への不安が広がった。そ

の食品への不安払拭のため、食品のモニタリング検査を実施でき

る体制を整備し、子供たち、住民の内部被ばくを防ぐとともに、

食への不安を解消し、帰村者の不安、これから帰村する人の不安

を取り除くことができた。 

 

【遊歩道整備】 

・平成２８年度から計画及び設計を実施し、平成２９年度～平成３

１年度(令和元年度)まで施工総延長 L=2686.4ｍを舗装により整備

工事を行ってきた。 

・原子力発電所事故の影響で村民の外出する機会が減っていたた

め、遊歩道を整備したことにより村民の健康維持及び村民間のコ

ミュニティの醸成が図られた。 

 

【帰村者支援報酬】 

○川内村帰村者支援金給付事業 

・震災及発電所事故により村外へ避難した村民の避難者の帰還帰村

の加速とともに定住人口の増加を図り、併せて、生活支援を行い

地域の活性化を推進し、本村の復旧・復興に資するものとして実

施。帰村者及び定住一人当たり 10 万円分の地域振興券を給付。 

・使用期限が交付日からの 1 年間となっており、事業者が少なく、

大きな買い物がしにくい環境では、期間内の消費に苦慮したと思

われる。しかしながら、村内生活者率を見る限り、早急な帰村を

促すためには効果的であった。（平成２６年～平成２９年実施。） 

○川内村帰還・生活再建支援金給付事業 

・旧緊急時避難準備区域を有した市町村に対し、県は地域のブラン

ドイメージ回復や不評・教育等に対する不安払しょくのため、早

期帰還・生活再建支援交付金を交付。村ではこの交付金を財源と

し、住民 1 人あたり 22 万円の地域振興券を交付することとし
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た。（平成２８年～平成２９年実施。） 

・旧緊急時避難準備区域からの避難者を対象とした仮設・借上げ住

宅の終了に合わせ、地域振興券事業を展開したことにより、年度

当初 64.6％であった村内生活率は翌年度までに 80％を超えるこ

とができた。また、村内でのみ使える地域振興券での給付とした

ことから、4 億円を超える経済効果が生まれた。 

 

○川内村早期帰還移転補助金（福島県ふるさと帰還促進事業） 

・応急仮設住宅等に入居していた方が自宅等へ移転した場合に要し

た費用について補助金することにより、早期帰還を促すもの。な

お、平成２９年度より平成２７年９月５日以降に避難指示が解除

された区域への帰還に対する移転補助については、福島県ふるさ

と帰還促進事業補助金の対象となった。（平成２７年～令和元年

実施。） 

・村は地域振興券の交付と併せ、村内帰還にかかる引越し費用を補

助することで、早期帰還を促し、村内生活者率向上につながっ

た。 

 

【かわうちラボ運営費補助】 

・地域の活性化や魅力向上を目指してかわうちラボが令和元年度に

設立。職員給与費 R5、2人分、事務費など運営費の補填として補

助。（令和元年より実施。） 

・空き家・空き地バンク、ふるさと納税など新しいむらづくり、地

域活性化、雇用の創出に寄与。 

 

【川内の郷かえるマラソン大会】 

・村の小学生が震災復興目的に考案。（平成２８年より実施。） 

・本大会は自然豊かな環境の中で、全国マラソン大会 100 選にも選

ばれ、マラソンファンからも高評価を得ている。 

・村代表するイベントの一つとして定着。 

 

【プレミアム商品券】 

・本事業を実施することにより消費を喚起し、地域経済の活性化・

安定化を図るため、平成２９年より実施。 

・商品券利用額 

H29：115,950 千円、H30：130,174 千円、H31：134,473 千円、 
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R02：131,998 千円、R03：135,664 千円、R04：137,627 千円 

・住民の帰還と商工業者の事業再開・継続に資することが出来た。 

 

【高等学校生徒遠距離通学補助】 

・通学する高等学校生徒及び生計を一にする家族の生活の本拠とな

る居住が村内にあり、高等学校に通学するために自宅から離れて

寄宿する高等学校生徒に係る経済的負担の軽減を図るための補助

金を交付。（平成２８年より実施。） 

 

【ふくしま森林再生事業】 

・平成２７年より間伐等に森林整備及び放射性物質の吸収抑制対策

として実施。 

 

【川内村地域情報発信】 

・本業務は、「村の今」や「食（特産品等）の安全性」を多くの

人々に正確に発信し、原発事故により今なお放射能の影響が残っ

ているイメージを払拭するとともに、「村の新たな取り組み」や

「村で暮らしている人々のいきいきとした姿」を発信することに

より本村の魅力向上を図ることを目的に令和４年度より実施。 

・令和４年度は「川内村を知ってもらう」ことを目的とした新聞広

告 15段、「川内村を食べてもらう」ことを目的とした「ふるさと

祭り東京」へのブース出展、ランディングページの制作等を実

施。 

・令和５年度では実際に「川内村に来てもらい」、さまざまな魅力

を「体験してもらう」ことを目的としたモニターツアーや旅のモ

デルプランを紹介する新聞広告等を中心に事業を構成。また、村

内を訪れた方が活用できるようシェアサイクルを導入。 

 

【水管橋復旧工事設計】 

・東日本大震災後の復興交付金を財源とし、令和５年度に沼田地区

の水管橋の設計業務を行った。農業者の営農再開意欲の向上によ

る住民の帰還促進、地域農業の再建を図り村民が安心して暮らせ

る環境の整備を行う。 

 

【川内村災害公営住宅家賃低廉化】 

・東日本大震災において、被災者の長期避難者生活拠点形成とし
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て、帰村者向けに整備された災害公営住宅について、入居者の居

住の安定確保を図るため、当該災害公営住宅の家賃低廉化に係る

費用を支援のため平成２７年より実施。 

 

【圃場整備】 

・整備状況 

R6～R7 後谷地１，２，３工区工事（A＝約 12ha） 

R7～R8 三合田・中里工区工事（A=約 39ha） 

R8～R9 子安川、宮渡工区工事（A=約 10ha) 

追加要望工区 早渡地区（A=約 5ha)、瀬耳上地区（A=約 7ha)、 

持留・舘屋地区（A=約 6ha) 

・圃場を集約化する事で、一枚約３～５反の圃場が出来、生産法人

等がより良い効率的な耕作が可能となる。また、畑地化推進も図

ってきていることから、高収益作物の作付の可能性がある。 

 

【川内村移住定住支援センター設置運営】 

・移住定住促進のため令和３年度より各種事業（窓口移住相談業

務、移住定住促進業務、空き家等調査業務、トレーラーハウス設

置、移住定住相談会等参加、移住定住交流サロン企画運営、移住

定住交流サロンの企画運営）を展開。 

・移住相談件数 

R3：26 件、R4：42 件、R5：75 件 

 

【獣害拡大防止対策】 

・震災により山林への立入が制限されたことにより増加した有害獣

（イノシシ）の駆除に対する補助金交付。平成２４年より実施。 

・駆除の実施により田畑の保全の効果があった。 

 

【用水路復旧工事】 

・東日本大震災後の復興交付金を財源とし、平成２７年度から農業

用施設の整備を行ってきた。水路工事として総延長 L=18,506ｍ、

受益面積Ａ＝116.25ha を改修し速やかな営農再開が実現できる状

況の構築および農作業の効率化を進め、農業者の営農再開意欲の

向上による住民の帰還促進、地域農業の再建を図り村民が安心し

て暮らせる環境の整備に寄与することが出来た。 
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【交流施設整備】 

・交流施設（かわうちの湯・いわなの郷・体験交流館・あれこれ市

場）は、村活性化の拠点として村民の憩いの場を提供するととも

に、県内外からの誘客の促進を図り、交流人口の増加による村の

活性化に寄与している。指定管理により施設の運営・管理を行っ

ており、雇用の場の確保、村内企業の活用等、重要な施設となっ

ている。（平成２６年より実施。） 

 

【東日本大震災に係る派遣職員】 

・東日本大震災復興業務対応に係る専門職員の派遣（平成２５年よ

り実施。） 

・土木技術職の派遣を受けて、震災で被災した村道を迅速に修繕で

き、また、派遣職員の知識と経験をプロパー職員が享受され技術

向上による人材育成にもつながった。建築技術職の派遣では、復

旧・復興事業による公共施設の建築の設計変更や施工管理等が順

当に行えた。 

・保健師職の派遣では、村内の仮設住宅や災害公営住宅に住む被災

村民の見守りやケアにより健康管理が行われ孤独死や重病者を抑

えられた。 

 

【東日本大震災へ対応するために採用された職員】 

・震災・原発事故からの復旧・復興事業において、一時的なマンパ

ワー不足を補うため、任期付職員の採用や定年退職者の再任用に

より職員の増員が図られ、復旧・復興が進んだ。（平成２７年実

施。） 

 

【職員のメンタルヘルス】 

・全職員のストレスチェックを行い、その結果に基づき臨床心理士

のカウンセリング面談を実施し、高ストレス者を早い段階でケア

することで、病休者や離職者が他の被災自治体よりは少ないと思

われるので一定の効果があると考えられる。（平成２４年より実

施。） 

・高ストレスになる前の予防や対策も必要と思われるため、メンタ

ルヘルスに関する研修会等を開催するのも一案であると考えられ

る。 
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【被災子育て支援】 

・震災前も平成 19年度から子育て支援で、保育料利用者負担の月

額 1/３を免除していたが、震災後は 1/2 を免除。平成 28 年度か

らは全額免除としている。 

・園児の推移                          

H24：11 人、H27：23 人、H30：39 人、R3：33 人、R5：37 人 

・保育料及び給食費を免除することで保護者の経済的負担を軽減

し、子育てしやすい環境を整え、帰村や転入者の増加に繋げる。 

 

【士別市との交流】 

・川内村の良さを多くの人に伝える活動（地域連携）を通し、主体

的に考え、行動し（協働）、解決する資質・能力の育成。 

・他の地域等との交流プログラムを通じて生まれ育ったふるさとの

良さを再確認し、「ふるさとに生まれた誇り」とそのふるさとの

素晴らしさを「国内、世界に発信する力」を持った人材の育成。 

 （平成２４年より実施。） 

 

【大規模太陽光発電事業】 

・再生可能エネルギーの導入により二酸化炭素及びその他温室効果

ガスの排出削減に貢献している。 

・設置箇所 

 ・シャープ川内平伏森太陽光発電所（平伏森地区） 

 ・かえるかわうちメガソーラー発電所（糖塚地区） 

 ・ユーラス福島川内ソーラーパーク（高塚山） 

 ・川内毛戸・貝ノ坂太陽光発電所（毛戸・貝ノ坂地区） 

 ・川内大中合太陽光発電所（大中合地区） 

 ・川内大津辺太陽光発電所（大津辺地区） 

 

【風力発電事業】 

・再生可能エネルギーの導入により二酸化炭素及びその他温室効果

ガスの排出削減に貢献している。 

・設置箇所 

 ・桧山高原風力発電所（日山地区） 

 ・ユーラス滝根小白井ウインドファーム（滝根・小白井地区） 

 ・川内風力発電所（大鷹鳥谷地区） 

 ・かわうち鬼太郎山風力発電所（鬼太郎山） 
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（２）実施した復興事業の評価 

 

① 効果があったと評価されている事業 

・帰還するための環境の整備として除染事業、住環境整備（仮設住 

宅、災害公営住宅、若者住宅など）、医療環境整備、教育環境整 

備（小中学園の整備など）、さらには、新たな産業の創出（ワイ 

ナリー整備など）などの事業は効果があったと評価されている。 

・復興予算を活用して実施してきた高齢者等の外出支援サービス事 

業や医療体制拡充事業は村民からのニーズも高く、継続が期待さ 

れる事業である。 

 

② 期待した効果が上がらなかった事業 

・賠償金による格差是正として２０キロより外を対象として住民一 

人あたり２２万の地域振興券を配布した事業を実施した。 

地域振興券の配布は村民の方に喜ばれたが、格差の是正というこ 

とには至らなかったと評価されている。 

・田ノ入工業団地はすべての工区が埋まっていないという現時点の 

姿をみると当初想定した目標を達成できていないということかも 

しれない。一方、企業誘致はリスクがあるも雇用の場として大き 

な効果があったと評価されている。 

 

③ 今後も事業継続を考えていきたい事業 

今後、持続的な成長をしていくため、魅力的な村づくりを考えてい

くにあたり、現在、国費を投入して実施している以下の事業につい

ては継続していきたいと考えている。 

・外出支援サービス事業 

・村内医療体制拡充事業 

・ふくしま森林再生事業 

・移住定住支援センター設置運営委託事業 

・獣害拡大防止対策事業 

・自家消費野菜等放射能検査事業 など 
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６．外部有識者の評価 

 

・令和８年６月、福島大学地域デザインセンター特任教授の藤室玲 

治氏との意見交換を実施。 

 

＜主なコメント＞ 

 ・復興事業の検証に着手したのは川内村が初めて。復興のトップ 

ランナーの川内村が着手したことは意義が大きい。 

 ・検証にあたり、効果があがった事業のみならず、期待した効果 

が上がらなかった事業にも触れていることは意味があること。 

 ・事業の検証にあたり、内部評価のみならず外部評価を導入した 

ことで評価の客観性が担保されると思う。 

 ・新しい価値の創造を示していくことが地域の魅力になり、関係 

人口や交流人口、移住につながっていくのかと思う。 

 ・戻れる環境にあった点あるも、いち早く帰還をしたことが後々 

につながっていったのだと思う。 

 ・震災事故後に求められていたのは、スピードと実行力であった 

ことは間違いない。 

 ・実施してきた復興事業は総じて妥当であり必要なものであった 

と評価できると考えている。 
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７．復興事業に求められていたもの 

 

・これまで実施してきた復興事業は、既に終了したもの、現在も引 

き続き実施しているものとあるが、各々その時その時に必要な事 

業として判断され、妥当な事業として実施してきたものと評価さ 

れている。 

 

・特に震災・事故直後から数年間は事業の即時実施が求められてい

たこともあり、事業を実施するにあたっては事前精査に時間をあ

まりかけられなかったという実態もあった。 

 

・復興事業の原資は税金であり、費用対効果を常に意識しながら実 

施することは当然である。 

 

・一方で、未曽有の大震災後、求められていたのはスピードと実行 

力であったと評価されている。 
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８．今後も継続していきたい（必要と考える）復興事業について 

 

・復興予算等を活用し実施してきた４６の事業のうち、現在も実施 

している事業を今後どうしていくのか、便宜的に「建物が完成し 

た等事業が完了・終了したもの」「制度が終わったもの」「引き続

き検証を行いながら実施していきたいもの」と区分し検討をし

た。 

 

検討の結果、 

 

（１）「建物が完成した等事業が完了・終了したもの」・・９ 

   ・仮設住宅、公営住宅関連 

   ・町分住宅、 

   ・小中学園 

   ・除染事業 など 

 

（２）「制度が終わったもの」・・・２ 

   ・固定資産税減免措置 

   ・企業立地関連（村独自の助成メニュー） 

 

（３）「引き続き検証を行いながら実施していきたい」・・３４ 

   ・自家消費野菜等放射能検査事業 

・外出支援サービス事業 

・村内医療体制拡充事業 

・獣害拡大防止対策事業 

・ふくしま森林再生事業 など 

 

ということであった。 

 

※ビジネスホテル事業は便宜的には縮小という整理。 

これは、令和８年３月末をもって現在の事業形態が終了するとい 

う意味で縮小に位置付けられたもの。 
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９．検証事業を通じて我々は何を学んだのか 

 

・村はこれまで様々な復興事業を実施してきた。復興事業はいわば 

全村避難した状態から帰村するため、〇〇がないと帰村できな 

い、△△がないようなところには戻れないという声に対応して 

きたが、別の言い方をすると、自分たちのふるさとを取り戻すた 

め、自分たちのプライドを取り戻すための事業であった。 

 

・除染事業から始まり、住環境、働く場、医療環境、買い物環境、教 

育環境など整備を進めてきて、震災前と比べ村内の各環境は相当 

程度整ってきているが、そこには多くの時間とコストをかけてき 

たことも事実である。 

 

・かけてきた時間とコストをどう評価するか。常時ではなく震災 ・事 

故時という非常時対応として実施してきた各事業はどれも必要性 

があったと評価されている。除染事業には大きな予算が投入され 

たが帰還をするための環境整備を整える上で必要な事業であった。 

仮設住宅や災害公営住宅を整備したことも帰還を進めていく上で 

必要な事業であり、医療環境の整備や買い物環境の整備、教育環境 

の整備も必要なことであったと評価されている。 

 

・ただ事業によってはその実施した時期（タイミング）により想定し 

た効果が十分ではなかったものもあったかもしれないが、実施し 

てきた復興事業は総じて妥当であり必要なものであったと評価さ

れていると考えている。 
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＜終わりに＞ 

 

・この１５年間の復興事業の成果は現在の８４％の帰村率に象徴的

に表れているのではないか。震災事故後、いち早く戻りそこから復

興に向け様々な事業に着手してきたことが、現在の帰村率、日常生

活を送れる環境の実現、に表れているのではないか。 

 

・震災から１５年、残念ながら風化も起きている。行政の中も震災後 

に入庁した職員も増えてきており、あの当時のことをしっかり伝 

えていくことが職員の風化の防止のために必要であり、また、将 

来の防災対策、地域の安全・安心を守るうえで必要と考える。 

 

・また周囲の目も変わってきている。復興事業の原資は税金である。 

これまで行ってきた復興事業をしっかり伝え、未来に目を向け（未 

来志向）、今回の復興事業の検証を踏まえ、今後の村政・各種事業 

に反映させていくことが必要である。 

 

・今回、復興事業の検証のとりまとめを行ったが、とりまとめたこと 

で復興が終わったとのメッセージではない。 

 

・現時点で依然２割弱の方が帰還されていない現実もあり帰還に向 

けた取組みは引き続き進めていくが、併せて、今住んでいる住民が

穏やかに幸せに暮らすことができるかを考えていきたい。 

 

・復興とは何か？どこまでやると（どういう状態に整うと）復興がで 

きたと言えるのか？という議論もある。非常に深淵な議論である。 

復興とは？の議論は今回整理をした復興事業の検証とは違う議論 

が必要なのかもしれない。ここを整理するにはもう少し時間が必 

要と思われる。 

 

・我々は次の世代に光を示す責任がある。明るい未来を示したい。 
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【参考資料】 

 

 

〇川内村における避難区域設定・解除を巡る動き 

 

〇復興事業検証委員会の経緯 

 

〇対象事業一覧 

 

〇主な復興事業 

 

〇復興事業における今後の予定 

 

〇帰還率の推移 

 

〇川内村の年少・生産・老齢人口別の推移 
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平成２６年１０月１日解除 

平成２8年 6月１4日解除 

平成２3年 9月 30日解除 

〇川内村における避難区域設定・解除を巡る動き 

・平成 23 年 3 月 11 日 東日本大震災・ 

東京電力福島第一原子力発電所事故 発生 

・  〃    3月 16 日  全村避難 

・  〃   4月 22 日 旧警戒区域・旧緊急時避難準備区域 設定 

・  〃    9月 30 日 旧緊急時避難準備区域 解除 

・平成 24 年 1月 31 日 帰村宣言 

・  〃    3月 26 日 役場機能を村内で再開 

・平成 26 年 10 月 1 日 旧避難指示解除準備区域 解除 

・平成 28 年 6 月 14 日 村内避難区域 全解除 

 

 

【川内村避難区域図】 
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〇川内村復興事業検証委員会の経緯 

 

令和６年６月 第 1 回検証委員会 

 ・検証委員会委員委嘱 

 ・検証事業概要説明 

 

 

令和７年７月～８月 各課・係ヒアリング 

 ・７月２５日 総務課総務係 

 ・８月 ４日 産業振興課商工観光係 

 ・８月 ４日 産業振興課農政係 

 ・８月 ７日 教育課教育総務係 

 ・８月 ７日 教育課生涯学習係 

 ・８月 ８日 保健福祉課保健福祉係 

 ・８月１９日 保健福祉課医療係 

 ・８月１９日 教育課かわうち保育園 

 ・８月２０日 住民課住民係 

 ・８月２０日 住民課環境防災係 

 ・８月２１日 建設課林政係 

 ・８月２１日 建設課土木係 

 

 

令和７年１２月 第２回検証委員会 

 ・ヒアリング結果の報告 

 ・ヒアリング結果に基づき委員から意見聴取 

 

 

令和８年６月２６日 第３回検証委員会   
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No. 内容 No. 内容 

1 除染関連 24 かわうちマラソン大会 

2 仮設住宅関連 25 プレミアム商品券 

3 ビジネスホテル 26 高等学校生徒遠距離通学補助事業 

4 サポートセンター 27 獣害拡大防止対策事業 

5 アパート建設補助 28 川内村地域情報発信事業 

6 企業立地関連 29 水管橋復旧工事設計業務委託 

7 小中学園建設関連 30 川内村災害公営住宅家賃低廉化事業 

8 特別養護老人ホーム関連 31 圃場整備 

9 食品モニタリング 32 外出支援 

10 ライスセンター 33 専門医師委託事業 

11 エゴマ搾油施設・いちご栽培施設 34 移住定住支援センター 

12 ワイン事業 35 ふくしま森林再生事業 

13 Kimidori 36 用水路復旧工事 

14 もりたろうプール 37 交流施設整備事業 

15 工業団地 38 東日本大震災に係る派遣職員 

16 複合商業施設 YO-TASHI 39 東日本大震災へ対応するために採用された職員 

17 住宅補助 40 職員のメンタルヘルス 

18 公営住宅（復興住宅） 41 届出避難所証明書発行 

19 町分住宅 42 被災子育て支援事業 

20 飲料水安全対策事業補助金 43 固定資産税減免措置 

21 遊歩道整備 44 士別市との交流事業 

22 帰村者支援報酬 45 大規模太陽光発電事業 

23 かわうちラボ 46 風力発電事業 

〇対象事業一覧 
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○主な復興事業 

                           （千円） 

項番 事業名 実施年度 事業費(～R5) 

1 除染関連 H24～R4 18,058,126 

15 工業団地 H26～ 2,823,477 

35 ふくしま森林再生事業 H27～ 2,501,023 

7 小中学園建設関連 H24～R2 3,435,011 

14 室内村民プール H25～ 1,186,280 

18 公営住宅（復興住宅） H25～H26 751,685 

13 KiMiDoRi H24～ 707,232 

25 プレミアム商品券 H29～R4 579,056 

16 複合商業施設 YOーTASHI H26～R3 469,919 

12 ワイン醸造施設整備事業 R2～R3 377,534 

9 自家消費野菜等放射能検査事業 H24～ 191,797 

17 住宅補助 H26～ 103,525 
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○復興事業における今後の予定 
 

拡充 該当事業なし 

引き続き検証を 
行いながら実施 

・No.4 介護予防拠点整備事業 
・No.5,No.17 アパート建設・住宅補助 
・No.8 特別養護老人ホーム整備事業 
・No.9 自家消費野菜等放射能検査事業 
・No.10-1～No.10-5 ミニライスセンター整備事業 
・No.11-1～No.11-2 エゴマ搾油施設・いちご栽培施設整備事業 
・No.12 ワイン醸造施設整備事業 
・No.13 KiMiDoRi 
・No.14 室内村民プール運営事業 
・No.15 田ノ入工業団地 
・No.16 複合商業施設 YO-TASHI 
・No.23 かわうちラボ運営費補助 
・No.24 川内の郷かえるマラソン大会 
・No.26 高等学校生徒遠距離通学補助事業 
・No.27 獣害拡大防止対策事業 
・No.28 川内村地域情報発信事業 
・No.29 水管橋復旧工事設計業務委託 
・No.30 川内村災害公営住宅家賃低廉化事業 
・No.31 圃場整備 
・No.32 外出支援サービス 
・No.33 村内医療体制拡充事業 
・No.34 川内村移住定住支援センター設置運営 
・No.35 ふくしま森林再生事業 
・No.36 用水路復旧工事 
・No.37 交流施設整備事業 
・No.38 東日本大震災に係る派遣職員 
・No.39 東日本大震災へ対応するために採用された職員 
・No.40 職員のメンタルヘルス 
・No.41 届出避難所証明書発行 
・No.42 被災子育て支援事業 
・No.44 士別市との交流事業 
・No.45 大規模太陽光発電事業 
・No.46 風力発電事業 

相当程度の効果が 
確認され終了 

・No.1 除染関連 
・No.2 仮設住宅関連 
・No.7 小中学園建設関連 
・No.18 公営住宅（復興住宅） 
・No.19 町分住宅 
・No.20 飲料水安全対策事業 
・No.21 遊歩道整備事業 
・No.22-1～No.22-3 支援金給付事業 
・No.25 プレミアム商品券 

制度終了に伴い終了 ・No.6 企業立地関連 
・No43 固定資産税減免措置 

実施形態の見直し ・No.3 ビジネスホテルかわうち 
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

住基人口（人） 既村者（人） 帰村率（％）

年度 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1 R7.4.1

住基人口（人） 3,062 2,940 2,827 2,814 2,739 2,716 2,756 2,707 2,682 2,617 2,566 2,498 2,393 2,333 2,250 2,218

帰村者（人） 342 505 586 1,602 1,779 2,173 2,169 2,117 2,068 2,040 1,973 1,939 1,867 1,853

帰村率（％） 12.0 17.9 21.4 59.0 64.6 80.3 80.9 80.9 80.6 81.7 82.4 83.1 83.0 83.5

〇帰還率の推移   
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〇川内村の年少・生産・老齢人口別の推移 
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